
【別紙５】記録等事務の委託手続

２．記録等事務の委託にかかる主な手続等

（１）申請先 ： 運輸監理部長又は運輸支局長（軽自動車に係る記録等事務の委託を受けようとする場合は、軽自動車検査協会）

（２）委託要件
①当該事務を行うのに必要かつ適切な能力を有すること

②適切な組織体制であること

③必要な設備等を有すること

（３）その他
○ 標識の掲示、検査標章の保管及び紛失届、 事業場の位置変更の承認や氏名等変更届、業務廃止届等の手続
○ 委託の解除手続き 等

１．記録等事務委託制度の対象手続等

特定記録等事務（改正法第74条の５） 特定変更記録事務（改正法第74条の６）

(１)対象手続 継続検査 変更登録、移転登録
（券面変更を伴わない場合のみ（例：所有者の氏名・住所））

(２)申請方式 電子申請（OSS申請） （窓口申請は対象外）
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特定記録等事務 行政書士又は行政書士法人、（一社）日本自動車販売協会連合会、（一社）日本自動車整備振興会連合会、
（一社）全国軽自動車協会連合会（検査対象軽自動車のみ）、指定自動車整備事業者

特定変更記録事務 行政書士又は行政書士法人

自動車検査証への記録の適切な実施、検査標章の保管・出納管理・法令遵守等の監督、連絡体制の構築、記録事務責任者の選任 等

インターネット接続環境、パソコン、プリンタ（市販レーザプリンタ又はインクジェットプリンタ（純正顔料インク）、
個人を認証するもの（マイナンバーカード又はgbizID)、ICカードリーダ・ライタ、セキュリティ対策、盗難防止措置 等


